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子どもの発達基盤の形成と地域教育の診断に関する研究

南　　里　　悦　　史

1．子どもの地域教育の70年代パラダイムの転換

　今日，子どもの教育に関する施策や答申などでは，子どもの発達の危機を克服する有効な手段とし

て，子どもの「生きる力」や生活体験をつくる学・社連携の必要性とあり方について細かく言及され

るようになってきている。しかし，学・社連携の各々の主体である学校と社会教育，とくに家庭・地

域の実態や活動の内容を考慮して子どもの生活体験学習をどう創り出していったらよいかについての

論議がされないままにあり方だけが先行してしまっているといえる。

　そこで本研究の課題は，学校と地域行政と地域の関係構造をもとにした，子どもの地域教育のあ

り方が先行して論議される中で，現実の地域教育を支える地域組織，団体活動の実態や内容をもとに，

子どもの生活体験学習を創り出す可能性をとらえようとするものである。なかでもその中心的な課題

は，地域教育の70年代パラダイムの転換をいかにはかるかにかかっているといえる。それは子どもの

発達をつくる地域の自立的活動基盤の形成にあるといってよい。

　地域教育の70年代パラダイムの転換の重要な視点として次の2点を考える。1つは，学校主導型に

よる地域教育の基盤形成からの転換をいかにビジョン化していくのか。2つには，行政と地域の一元

化構造から多元化への変化，とくに地域団体の衰退の要因から再構築の視点をとらえることである。

　（1）学校主導型の地域教育の基盤形成からの転換

　先ず学校主導の学・社連携と学校教育への生活学習の編入の二つのねらいが相互に機能し合ってい

る問題についてとらえることにする。この二つのねらいは，昭和46年中教審答申「今後における学校

教育の総合的な拡充整備のための基本施策について」が出され，高度情報・技術社会と科学技術の進

展に対する学校教育のビジョンとして示されていた。皮肉にも同年『義務教育改善に関する意見調書』

（全国教育研究所連盟）により，昭和40年代からの「学習についていけない子」の存在が明らかとなっ

た。その後，校内暴力や問題行動の激増とともに塾の氾濫状況をまねくことになり，昭和50年代から

の「非行の第三のピーク」を迎えていった。子どもの教育として，学校が地域に着目したのは，子ど

もの非行や暴力行為や学校外の生活の乏しさに対する認識によるものであったが，同時に，高度情報・

技術社会と科学技術力の発展の中での学校の役割を家庭・地域教育の中でもいかに貫徹させるかの方

策であった。46答申の学校教育の総合的整備は，こうした時代状況の変化の中で学校教育をいかに拡

充していくかの戦略であったと考えられる。二つのねらいは具体的には，一つに，学校主導による地

域教育の再編であり，もう一つは，学校への生活学習のとり込みであり，その中心のキーワードは，
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「生きる力」・生活体験と新しい学力観の形成であった。これらは常に車の両輪として展開されてい

る。1977年の教育課程の改訂から始まり，学・社連携と「ゆとりと充実」，勤労体験学習，1978年の

『中等教育資料』8月号の「地域に根ざした学習」では児童・生徒の地域観の育成と地域での連帯感

の育成を強調していた。しかし，この時までに，PTAは「PTAの振興方策について」（1974年）に示

されるように校外生活指導や部活動などを担ってきていた。

　そして，学校週五日制（1992年9月）を迎えるが，昭和60年代からの，1989年の「生活科」や，平

成年間でとくに注目されてきた「生きる力」や生活体験学習は，学・社連携から「学・社融合」への

展開として地域集団・組織だけでなく地域青少年教育施設をもまき込んだ教育事業をビジョン化され

た。一方，教育内容としての生活学習の導入は，地域人材の活用，生活・技術の習得や「心の教育」

などが唱えられ，1998年「新しい時代を拓く心を育てるために」（中教審答申）によって細かく内容

化され，そして，1998年10月の学習指導要綱では，知識つめ込み型の転i換として「総合的な学習」が

提唱され，子どもの生活領域の内容形成について細かくカリキュラム化することになった。こうした

学校教育の学・社連携や生活学習の編入のねらいは，学校週五日制へいたる過程で逆に学校主導：であっ

たために地域基盤が失われてきた結果となって表われてきた。したがって真に学・社連携をつくり出

すとすれば，学校教育が求めてきた学校に対する地域の協力の意図でつくられた地域と教育の70年代

のパラダイムの転換が必要ではないかということが課題となってくるのである。

　（2）行政と地域集団の一元化構造からの転換

　学校主導による学・社連携のねらいと表裏をなすものであるが，もう一つの視点として行政と地域

の一元化による地域集団の衰退の要因を踏まえておかなければならない。行政と地域集団の一元的構

造は補助と依存の関係によって成り立っている。昭和52年の教育課程の改訂の時には，総じて①親や

教師の生活体験や地域活動も豊かにつくられており，②地域環境は，自然・社会環境ともに十分に機

能しており，③PTA，青年団，婦人会などの地域集団も活発であり，子どもへの関心もなかったとい

えよう。しかし，学校週五日制が急浮上した平成4年では『社会の変化に対応した新しい学校運営等

のあり方について（審議まとめ）』（社会の変化に対応した新しい学校運下等に関する調査研究協力

者会議）では，「家庭及び地域社会の機能が十分発揮され，子供の望ましい人間形成を図ることが課

題になっている」とし，とくに家庭や地域団体・組織の実状に触れることなくあり方でとどまってい

る。とくに1980年代からの地域集団の衰退はさらに顕著で，地域子ども会，青年団，PTA，婦人会な

どの存在の危機が論議されてきている。町会，自治会も高齢化が進み，都市化が急速に進んだ都心地

域や近郊都市においては，それが地方都市の場合はとくに顕著に新しい住民層や若い世代とのつなが

りが少なくなり，組織基盤そのものが崩れはじめていた。都市と都市近郊の人口流動化，都市圏域の

拡大だけでなく，高度情報・技術社会や物質的「豊かさ」の中で人問関係に効率化と競争が持ち込ま

れ，関係性の希薄化から組織的・葉団的体験の乏しさが地域との関わりを希薄させてきた。これに替

わる機能集団であるサークル・グループは，単一目的の活動に限定されるために，地域集団の衰退と

替わって大きく進展してきたが，単一目的だけに地域の生活・文化や地域行事への直接関与は少なく，

教育・文化や子どもの発達をつくる基盤として直接かかわる性格をもっていないのである。『とすれば，
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行政と地域集団の一元化による行政施策の下請的活動をく補助〉とく対象化〉によって行ってきた構

造自体を変えることが必要となる。とくに今日の地方分権や規制緩和によって地域の自立的自治が求

められている時，サークル・グループの伸長や地域・生活課題についての問題解決の取り組みを広げ

てきているNPO（非営利組織）などの市民組織の活動の多元的社会構造をもとにしたネットワーク

が重要である。行政と地域集団の一元化の構造では，学・社連携における地域の自立的発達基盤をつ

くり出すことは困難であるし，その70年代のパラダイムの転換が果たされてこそ，子どもの発達の基

盤形成が可能になるであろうし，しかもそれは，学校主導において創り出せる可能性はかなり少ない。

それ故に，地域の教育活動の実態を学・社連携の視点からとらえることが求められているのである。

2．子どもの生活体験をつくる発達基盤と学・社連携診断の内容と方法

　（1）子どもの生活体験をつくる地域基盤形成の課題

　地域教育にかかわる今日的課題は学校主導型と行政と地域集団の一元化の70年代パラダイムの転換

が求められながらも転換することの困難さをどのように認識しデュー・プロセスをもとにしたビジョ

ンをどう具体化していくかが必要であり，学・社連携の診断はそのために行うものである。

　とりわけ，子どもの生活体験をつくり出す学・社連携診断を行なうのは，学校主導でなくあくまで

も生活体験を子どもの発達と地域という関係においてとらえ，生活の「豊かさ」とともに失われてき

つつある基本的機能や能力の回復をどのように創り出すのかという意味があると考えるからである。

子どもの生活体験の豊かさは，学校の学習理解の前提としてはかなり重要であるが，それよりも子ど

もの生活体験の衰退は子どもの生活力そのものの低下である。その子どもの生活力の乏しさが1970年

代末から，とくに子どもの教育問題が無気力，コミュニケーション不足，いじめ，自殺など，子ども

の人間としての存在そのものを問う問題状況となって表出してきているのである。

　子どもの生活体験を作り出す生活・社会環境の変化，「豊かさ」の中での生活感覚や意識の形成の

上で問題はいくつかに考えられるが，その一つが高度情報・技術の発達に依拠して，「つくる」生活

から「選択と消費」の生活への転換の問題である。生活の利便性や合理性は，時間と効率と，ある時

には生活の質の向上を作り出すことはあるが，そうした生活環境や条件の変化が必ずしも，子どもの

基本的能力の伸長や発達と結びつかないのである。しかも，情報・技術に依存した生活は，間接体験

（バーチャル・リアリティ）としての豊かさは獲得できるが，それは他の人によってアレンジされた

ものであり，生活現実の中での直接体験による自らの興味・関心にもとつくきめ細かい体験内容と比

較することは出来ない。さらに，二つめは，多様化した社会・生活の機能分化の中で，学習一と生活の

分離によって，家庭生活の外部化と教育の委託が効率化と欲求の即時的対応として子どもの生活の中

に深く入り込んでいることである。それは子どもの生活体験のコンビニエンス化の拡大となり，情報・

技術への依存度は高くなり，自己欲求がアベレージ化してしまい，同世代の他人とは自分がかかわる

目的・活動・商品などの情報や経験の範囲で個別的にしか理解できなくなる。異世代の経験や情報の

範疇の異なる大人たちからはなかなか理解されずに子どもの心のひつみをつくり出すことさえ生じて

くる。情報や経験の幅自体も狭く問題解決の方法を狭くしてしまう社会の機能分化の中での拡散した
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生活体験では自らの問題解決能力の形成につながっていかないのである。

　しかし，三つめに，情報・技術の発達や社会の機能分化の問題に加えて重要なことは，今や子ども

の教育を支えているのが地域ではなく，父母の個人的意欲によるところが少なくないことである。

「豊かさ」への埋没世代の父母にそうした傾向がみられ「大人になるための学習」（臨教審答申）の必

要が指摘されてきたが，子どもの発達への危機意識が氾濫する情報社会の中で裏腹となった個別的子

育て意欲となっていることである。これを自主的な子育て意識とは呼びにくいのは，子どもの発達の

危機に対する子どもの教育の方法・技術に傾斜し，学校主導によってつくられる体験学習や学習能力

の形成を受け入れて，協力姿勢をつくり出しているためである。学校の教師の生活体験の希薄さは，

教授・学習過程の範疇において子どもへの対応はなされても，総合的な発達＝子ども理解に乏しくな

り画一的ガイドライン（国の施策や答申）の中での方法・技術とあり方に頼ってしまうことになる。

学・社連携によって子どもの生活体験をどのようにつくり出すのかのマニアル化を求めてしまうこと

になる。しかも，こうした父母と教師の子どもの教育への対応は，市場原理が進めばさらに父母の学

校依存，民間教育事業依存の拡大となり，一方，学校の自主性や独自性の欠如した学校管理・運営と，

さらには学校主導型の学・社連携が肥大化してしまう可能性が大きくなっているのである。

　本研究における学・社連携診断は，そうした急激な社会の変動に対応して発達基盤形成の課題を究

明していくものである。

　（2）学・社連携診断の内容と方法

　学・社連携・協力の診断は学校の教育活動をふまえた個々の教師自身の認識・判断に照らして探る

ことを試みている。

　学・社連携・協力診断の対象校としては，平成7～8年度の文部省科研費研究『子どもの生活経験

と生活環境に関する実証的研究』でとり上げた調査対象校の中から福岡市の近郊市と県内の町の2校

を取り上げ，各々の学校教師5人に診断票の記入をしてもらった。この学・社連携・協力診断は自己

診断の性格をもっているもので，明確な基準に照らして診断するのではなく，あくまでも各々5人の

自己認識の基準をもとに判断し，記入してもらい，その5人の平均値を出している。

　診断の視点や内容は，学・社連携・協力を進めるための基本的領域として次の1～IVを設定し，

「生活体験を創る学校と家庭・地域の連携・協力に関する診断」票としてまとめた。

　1。学校や家庭・地域における子どもの実態や発達課題に対する認識

　ll．子どもの生活体験をつくる学校教育活動

　皿．教師の認識・集団・力量形成

　IV．子どもの生活体験をつくる学校教育活動

　この4つの領域は，学校が家庭・地域と連携・協力をすすめるために相互に関連し合うものである。

連携・協力の条件としては，1．「子どもの実態への認識」と皿．「教師の認識・集団・力量」は相互

に高まりがなくてはならないし，H．「生活体験をつくる教育活動」をすすめるには，　N．「地域・父

母の地域活動」が高まらなければ，連携・協力の態勢が充全なものにはならないと考えてみた。しか

も，1～IVの項目の内容は，学・社連携・協力のこれまでの実践を参照にしながらも，学校の基本的
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活動，学校運営上のさまざまな実情をふまえ，地域教育の70年代パラダイムの転換のために，今，何

が必要なのかを明らかにし，学・社連携・協力の内容を拡充する視点をもった取り組みをつくり出す

ために新しい創造性につながる枠組を考えた診断内容となっている。・

　さらに，従来の学校診断や行政施策をとらえる時には，Plan（計画），　Do（実践・活動）See（評価）

の指標が用いられていたが，計画をつくり，遂行するまでに至る前提条件，いわゆるデュー・プロセ

スが判りにくく，前提条件抜きに先進実践事例の模倣や安易な活用になってしまう傾向があり，評価

の指標も効率化や数量化になってしまっている。そこで，計画・遂行の力量（キャパシティー）にま

で迫ってとらえるために，新たに，Plan－Do　一　Seeの前提の指標として，　Readiness（現状または既

存条件），Fact－finding（課題発見），　Consensus（同意形成）を用いて診断項目を設定した。

　本調査では，Readiness－Fact－finding－Consensus－Plan－Do－Seeと連なる一連の診断項目が，

1．「子どもの実態への認識」，H．「生活体験をつくる教育活動」，皿．「教師の認識・集団・力量」，　IV．

「地域・父母の地域活動」の各領域の中でそれぞれどのような水準であるかをとらえることを内容と

している。各診断項目の水準は5段階評価とし，1．わるい，3．ふつう，5．よい，この中間を2，

4とした。

　学・社連携・協力の診断の結果は，1～IVのR，　F，　C，　P，　D，　Sの内容の5段階評価による「個

図1　全体プロフィールの諸パターン
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別プロフィール」と，1～IVの領域別の平均値を取り出した「全体プロフィール」の二つで表してい

る。

　「個別プロフィール」は別途診断票に各項目ごとに評価のレベルを記載しているが，「全体プロフィー

ル」からは，いくつかのパターンを予想できる。図一1は「全体プロフィー一一一ルの諸パターンjを示し

たものである。

　図一1の①～⑦は予想パターンであるが，①は，Wの「地域・父母の地域活動」の水準が高くなる

可能性をもっている場合，②は，学校の主体的条件が整わないのに連携・協力の形ばかりを整えよう

としている場合，③は，逆に地域活動だけの場合，④は，連携・協力に無関心である場合，⑤は，学校

の教育活動として連携・協力をすすめる態勢が，教師の力量としても整っているが，子どもの実態や

地域活動をとらえたものでなく，いわば先進事例校の事例をまねた場合，⑥は，学校の教師も地域の

活動も積極的ではあるが，学校の教育活動として具体化されていない場合，⑦は，教育活動も子ども

の実態などへの認識に基づいて行われているが，教師全体の集団や力量が不十分で，連携・協力の可

能性をもちながら十分な態勢に至っていない場合，などを想定してみた。

3．学・社連携・協力診断の診断結果の概要

　（1）診断対象校をかかえる社会教育行政と地域活動の実態

　本調査の診断対象校はA校（福岡市近郊市）とB校（福岡県内の中心地区の町）の2校をとり上げ

ている。なお，表一1に地域集団の態様を示す「社会教育関係団体の組織実態」をとり上げている。

①A校をかかえるA市では，人口が約56000人，⑦教育委員会には4課あり，生涯学習に関する審議会

や担当係も設置されており，社会教育主事の辞令を交付されている者3名を含め，社会教育の職務を

担当する職員は7入，社会教育施設は公立公民館7館，文化関係施設4館，社会体育施設が1館設置

されている。④地域団体とのかかわりでは，表一1からみてもかなり組織率が低く，社会教育課とは，

青年団，婦人会，体育団体連盟，青少年健：全育成協議会などが強いかかわりをもっており，他団体と

のかかわりは一定のかかわりでとどまっている。A市では，青年団や婦人会との関係が現存している

自治体としては数少ないうちの1つである。㊥学校教育との連携・協力では「クラブ活動への人材派

遣」事業が行われている。

　②B校をかかえるB町では，人口約11000人で，1町に1小学校，1中学をもち，県内でも有名な生

活体験学校を設置している町の一つである。⑦教育委員会は2課で，生涯学習への改組はされておら

ず担当係もいない。社会教育職員は社会教育主事の辞令を交付されている者3名を含め，社会教育に

関する職務を担当する職員は10人で，公立公民館1館，青少年教育施設（生活体験学校）1館，文化

関係施設1館，町民体育館1館が設置されている。④地域団体とのかかわりでは，自治会，子ども会，

婦人会，老人会，文化団体連盟，社会福祉協議会，青少年健全育成協議会，公民館のグループ・サー

クル，人尊関係団体など表一1に示した団体以外にも多くの団体とのかかわりが強い。㊥学校教育と

の連携・協力事業では，「生活科への人材派遣」，「PTA活動への人材派遣」，「野外活動への人材派遣」，

「体験学習への人材派遣」が行われており，平成10年度からは，「学・社連携委員会」が組織され，教
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今一1　社会教育関係団体の組織実態（平成5年10月現在）

事項 子ども会（小） 青年団 婦人会 PTA 老人クラブ 体育協会 文化協会

福　岡　県

単位団体数

w導者数

ﾎ象人口

ﾁ入者数
g　織　率

　4，461

Q0，448人

Q12，598人

P83，698人

W6．4　％

　90

Q69人

P60，636人

P，121人

O．7％

　1，358

Q，753人

U47，442人

P09，333人

P6．9％

　715

V，665人

Q73，071人

Q72，160人

X9．7％

　3，380

U，814人

S24，550人

Q46，625人

T8．1％

　2，225

@7，395人

P，974，022人

Q05，732人

@10．4％

　2，502

@4，182人

Q，005，626人

P19，010人

@5．9％

A　　　市

単位団体数

w導者数

ﾎ象人口

ﾁ入者数
g　織　率

　73

P46人

U，810人

U，810人

P00　％

　1

P0人

S，471人

S5人

P．0％

　5

T0人

P2，505人

P，558人

P2．5％

　7

R1人

X，638人

X，638人

P00％

　73

Q19人

U，578人

U，095人

X2．7％

　19

X5人

S3，436人

S，473人

Pα3％

　43

P29人

S3，436人

P，076人

Q．5％

B　　　市

単位団体数

w導者数

ﾎ象人口

ﾁ入者数

ﾁ入者数

　25

P0人

V79人

V79人

P00　％

　13

P9人

R，000人

R06人

P0．0％．

　2

Q0人

P，030人

P，030人

P00％

　23

Q9人

P，749人

P，100人

U3．0％

　13

P3人

W，484人

S25人

T．0％

師の連携・協力への意識が高くなっている。何より，生活体験学校の存在を中心とした子どもの生活

体験学習への取り組みが活発に行われている。ただ，1町に1小学校という地域条件が，子どもの広

域学校通学となり校外の生活・遊び集団の日常的な形成に一つの課題が見られる。

　（2）学・社連携・協力の診断結果の概要

①「生活体験を創る学校と家庭・地域の連携・協力に関する診断」の個別プロフィール

　次に示す診断票は，生活体験を創り出すために，1～IVの領域に，　R，　F，　C，　P，　D，　Sの各々の項目

の5段階評価（各校5人の平均）の診断を示したものである。

　診断項目の枠組みは，子どもの生活体験をつくり出すという目的に焦点化しようとしたものである。

　したがって，1の「子どもの実態や発達課題に対する認識」では，Rでは，子どもの日常生活や遊

び，身体や言語の乱れと地域環境や文化との関連に視点をおいた。Fでは，　Rでの実態把握の有無を，

Cでは，それらの内容についての協議，教育活動への影響，そのための方法・手段での共通認識につ

いて問うている。P－D－Sでは，　R，　F，　Cをふまえた，計画一指導一生活体験学習の内容実施の方

法一観察一子どもの変化などをとらえようとしている。

　llの「生活体験を創る学校教育活動」では，　Rでは，学・社連携につながる地域活動や人材との交

流，Fで，連携・協力を創り出す情報収集と研究・研修，　Cでは，学内での連携推進組織と教師の問

題意識の啓発と課題の共有化をとらえている。P－D－Sでは，連携推進計画と教師の参画，連携の

計画と情報の共有化に基づく全体の活動参加，さらに，授業実践への影響や開かれた学校の方向性の

確保いかんの評価をとらえている。

　皿の「教師の集団・力量」では，Rでは，連携に対する教師の姿勢や集団のまとまり，　Fでは，子
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　　　　　　　　　　　南　里　悦　史

生活体験を創る学校と家庭・地域の連携・協力に関する診断

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南　里　悦　史（九州大学）
）小学校

領域 性格 No． 診　　断　　項　　目 わるい ふつう よい

日頃から家庭・地域における子どもの集団遊びや活動についてよ
R 1

くとらえている
1 2　i3
@　…

4 5

1
校区内の自然環境や地域の文化行事など地域の特性をつかんでい

学
R 2

る
1 2　13
@　～

4 5

校 教師が日頃から子どもと話や遊びを通して子どもの個性や発達段
、

や家 R 3
階の特質をとらえている

1 2　　き

@　…
4 5

庭 最近，子どもの学習を通して生活意識や言葉・文字に対する変容
o
R 4

が非常に気になっている
1 2

ぎ＼、
　4、、、、 5

地
最近，子どもの手先の器用さや運動能力やけがの多さなどから生

、、

A…

域に

R 5
活力の衰弱が気になっている

1 2　　　3 　’@’ 5

お 最近の子どもの日常生活の実態や生活時間の実態などを調査して
’

ける F 6
とらえている

1 21 4 5

子 最近，家庭や地域での手伝いや奉仕活動の実態をとらえるように
！

ど F 7 している 1 　、
@、Q　＼3　　、　　、　　触

覧、

4 5

も

子ども理解について，学習面からだけでなく多面的な理解をする
魅、

㌧

の実 F 8
ように心がけている

1 2 3／ 4 5

能 ～

’し』、

や C 9 子どもの変化を取り上げた研究協議がよく行われている 1 2
ぎ

4 5

発
～

達 子どもの学習や授業研究の討議の中で生活体験の具体的内容と結
～

課 C
10
びつけた論議がされている

1
2　　’3　’

4 5

ノ

題
子どもの日常生活への意欲や生活体験を創り出す教育活動の大切

’

に対

C 11
さが共通に認識されている

1 　しQ　㌔　3　覧　　覧　　覧 4 5

す 子どもの生活体験を創り出すために地域環境・人材活用について
●、、

覇 C 12 より積極的な論議がされるようになっている
1 2　　∫

念 5

譲
学校行事や校外活動の計画の際にも子どもの生活体験・日常生活

＝

P 13
での問題に十分配慮している

1 　　、Q a、事　、 4 5

学校の生活指導や保健・体力づくりの面でも子どもの生活体験や
覧し

、

P 14
日常生活リズムなどの実態をふまえて指導するようにしている

1 2 3 i4
c

5

：

P 15
教科の学習を進めるためにもできるだけ子どもの生活体験や遊び，さ

轤ﾉは日常生活での興味・関心などとの結びつきを重視している
1 2　　’　　’　　’　’ 　’@’R！ 4 5

子どもの日常生活や生活体験の内容を知るために，学校全体で具
　’

D 16
体的な実態調査をしている

1
愈…

4 5

学校全体で毎日の子どもの観察記録を意図的・計画的に積み重ね
：

D 17
ようと努力している

1
外魑　噺　穐

3 5

●亀●

D 18
学校の学習の分野でも子どもの生活体験学習を意識し，捉えるこ

ﾆを心がけている
1 2　i3
@…

4 5

S 19
これまでと違って，子どもの生活体験や日常生活に即した教育活

ｮの課題を明確にすることが出来るようになってきている
1 　」Q／ 3 4 5

何よりも子ども自身の申に生活体験や日常生活における自律性をつくり出し，
S 20

社会や自然などへの興味・関心の高まりがみられるようになってきている
1

飢　、　、　し

4 5

、、、

S 21
子ども理解を学習だけでなく，多面的視野から見ることの大切さや，

ｻうした認識に基づく発言が教師の中にも多くなってきている
1 2 3 4 5
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領域 性格 No． 診　　断　　項　　目 わるい ふつう よい

学校では，以前から教師が個人的にも地域の行事や活動に参加し
R 22

てきた
1 2　冨
@　、

4 5

H
学区内や近接地区から通勤する教師が多く，地域環境や文化や住

～

子
R 23

民の生活についてよく知っている
1 4 5

ど
日頃から地域の組織・集団の活動や指導者との話し合いや情報交

もの R 24
換をしている

1 セ　　3
A

4 5

生 この学校では子どもの生活体験を創るために地域・生活環境を捉
、

活 F 25 え，生かすことを課題として認識している教師が多い 1 グ 4 5

体
校区内で折に触れ，地域の子ども会関係の指導者と連絡協議し，

ノ

験を

F 26
地域での子どもの実態をつかむようにしている

1 12　　3
O

4 5

創 学校外の研究会や研修会によく出席し，生活体験を創る「連携・
、

る学 F 27
協力」を進めるための研究課題を教師間でよく検討している

1 皇　　3
c

4 5

校 他校のすぐれた「連携・協力」活動に学び，この学校の実状に照
：

教 F
28
らして検討している

1 ゐ　　3
I

4 5

育
社会教育との連携によって学校外の子どもの実態を調べたり協議

ノ

活 F 29
したりしている

1
亀＼2　　3魅　、　し

4 5

「開かれた学校」にするための条件や地域とのつながりをつくる
し魅し

C 30
ための問題点を討議し明らかにしている

1
2＼　馬　　亀

4 5

この学校では，「連携・協力」を進める研究推進のために，充分な
も、

C 31
議論をつくす機会が学内につくられている

1 　　●Q　　　三 4 5

学校の教育活動とならんで，家庭・地域における教育活動の大切
＝

C 32
さについての関心が高まってきている

1 　　　8Q　　3　　」　　θ 5

学校では現在の生活体験や，日常生活と教育学習活動をどうつなC 33
げていけばよいのかの論議が行われている

1 21 4 5

「連携・協力」に関する学校の重点的な指導計画や研究計画のね
！

P 34
らいが教職員によく浸透してすすめられようとしている

1
2＼　3　ら　畢　覧

4 5

計画作成や実践の過程で，教師一人ひとりの経験やアイディアが
、し覧

P 35
よく生かされている

1 2　13
@　三

4 5

学校裁量によって学校外からの人材講師の活用が積極的に行われ
㍉

P 36
ている

1
2　！急　’　’　’

5

学校の教育活動に地域での生活体験学習の促進のための計画や活
D 37

動を積極的に取り入れている
1 ガ　　3
m

4 5

「連携・協力」活動を一部の担当の人たちにはまかせず，皆で取
！

D 38
り組んでいる

1 ～2　　3
A

4 5

学校の時間割の中でも動植物の飼育，栽培や手作り工作などの時
、

D 39
間が組まれている

1 グ 4 5

子どもには学校五日制などを利用してできるだけ公民館，児童施
D 40

設などの利用や活動参加の促進を計るようにしている
1

らミ　　3亀　、

4 5

教師の中に，これまでの学習中心とは違った教育実践への考え方
し鴨、、

S 41
が生まれてきている

1 　’Q　！　3　’　99

4， 5

学校の授業や行事に，「連携・協力」活動の成果と思われる影響が
S 42

見られる
1

盛　　3覧　噺　b

4 5

学校全体で「開かれた学校」づくりとともに「連携・協力」の重
、亀し

S 43
要性が認識されるようになってきている

1 2　　　3 4 5

一　27　一



南　里　悦　史

領域 性格 No． 診　　断　　項　　目 わるい ふつう よい

学校では，「連携・協力」活動を推進する前から1家庭や地域の実
R 44

態をふまえた研究活動に対して皆が熱心である
1 21
@」

4 5

皿

この学校では，教師全体が参加する「連携・協力」を主題とする
～

教
R 45

研究・協議が定期的に開かれている
1 2

、、、、し　、　、

4 5

師
学校内での教師の役割や個々の仕事の内容について，分掌をきち

亀、

の認 R 46
んと定め，しかも，情報の共有化を図るよう，皆で努力している

1 2 4 5

識 健携・協力」を進めるリーダーシップを中心として，教師の集
◎

R 47
団がよくまとまっている

1 2 、3
A

4 5

集
子どもの教育について，特に，最近の家庭・地域における子ども

覧

団・

F 48
の実態の捉え方について議論が充分になされている

1 2 捜 4 5

力
課題解明を中途半端に終わらせないよう，時間をかけてじっくり

～

量形 F 49
議論することがよくある

1 2 4 5

成 教師の方から地域の組織・集団の指導者や社会教育との協議や情F 50
報交換をとおして地域活動をとらえるようにしている

1
12～

3 4 5

全員が参加して決定した「学・社連携」の研究課題は，全員で大
ち

C 51
切にすることが確認されている

1
ゑ＼　3　、　、　、

4 5

子どもの捉え方の違いや研究推進の方法についての意見の違いに
、、、、

C 52
ついて，そのままにしないようにしている

1 2 4 5

学校では，教育実践の広がりをつくるため，研究会や研修会に外
’

C 53
部講師をよく招いている

1 2 4 5

管理職も教職員も一緒になって「学・社連携」について様々なア
：

P 54
イディアを検討することが多い

1 2 5

子どもの生活体験や保健・体力問題などの基盤である地域・生活
P 55

の情報が共有され計画づくりがされている
1

多’
3 4 5

地域の団体や組織の活動に関する情報は，研修会や会議をとおし
P 56

て教師全体に行きわたっている
1

、鼠

、、、

4 5

「連携・協力」活動を推進するための目的や内容が認識され，全
、覧、

D 57
員が一緒に楽しくやれるようになっている

1 2
、険　、

5

教師の勤務について，仕事量，時間等の問題もあるが，目的達成
噛も…

D 58
ために協力して何とかやっている

1 2 4 5

学校の行事や連携・協力事業が学校主導でなく，広く地域の人々
D 59

や社会教育の意見も採り入れて進めるようにしている
1 2 i3

c
4 5

学校行事や教育活動における個々の役割や分担に対する考え方や
＝

S 60
見方が変わってきている

1 2 ～3
`

4 5

新しい目標に向かって日常的な教師の集団の雰囲気が良くなって
、

S 61
きている

1 2 ？ 4 5

学校の閉鎖性がなくなり地域の人や社会教育との連絡・調整がよ
累

S 62
くなっている

1 2 3 4 5
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領域 性格 No． 診　　断　　項　　目 わるい　　　ふつう よい

R 63
本校の学区では，PTA活動や地域の行事が学校との協力で活発
ﾉ行われている

1　　2　血　　　　9　　　　9θ

4　　　5

IV

子
R 64

この学校では，何をするにせよ教育委員会やその他の行政機関と

ﾌ連絡・調整がよくとれている

　　　　∈1　　　2　㌦　　　　馳　　　　噛　　　　魅

4　　　5

ど
■亀し

もの R 65
本校の学区では，地域の子ども会組織などの活動が活発であり，

ｩ主的に活動が行われている
1　　2　　島

@　　　’
4　　　5

生
’

活 R 66
この学校では，以前から「開かれた学校」の促進のために，学校からの情

�`達や父母や地域の人々の学校行事への参加がよく行われている 1　　2　13
@　　　∫

4　　　5

体 ’

験を

F 67
教師は，地域の組織・集団や父母の教育に対する意識や意見を懇

k会や意識調査などをとおしてよく捉えるようにしている 1　　2　i3
@　　　…

4　　　5

つ 地域の活動内容や人材活用についての情報が学校へも十分に伝わ
くる F 68

るようになっている
1　　2　’3’

@　　ノ
4　　　5

地域

F 69
学校では，父母の認識や要求，地域の実態が学校運営に反映され

驍謔､いつも新しい課題に着目している

　　　’
@　　’P　　2！　　　「　　’ 4　　　5

●

「

父母

F 70
学校だけでなく，社会教育や他の機関の子どもの生活実態や生活

ﾌ験につながる情報が地域の人々の新しい認識をつくっている
　　亀P　　2　　3　　、　　　専

4　　　5

の
覧覧塾

生活 C 71
この学区では，父母と教師が子どもの生活体験や日常生活につい

ﾄ話し合う機会や場所が多くつくられている 1　　2i　3
@　　…

4　　　5

支 C 72
学校では，社会教育行政や社会教育関係団体が行う子育て講座や

､修会の活動内容についてよく知っている

　　　：

P　　2i　3
@　　…

4　　　5
化創造

C 73
父母や地域の人々の間で，地域の生活文化環境の問題点や子育て

ﾉついての論議がよくされている

　　　：

P　　2～3
@　　」

4　　　5

と
父母や地域の人々にとって，「連携・協力」活動についてよく理解

、

地域 P 74
してもらっている

1　　2　∫

@　　ノ
4　　　5

活動

P 75
父母や地域の人々にとっても，「連携・協力」活動を進めるために地域におけ

髏ｶ活・文化創造や子どもの生活体験をつくることが十分意図されている

　　　ら1　　　2　㌦　3　　　　亀　　　　亀　　　　舳

4　　　5

P 76
地域活動の拠点の一つとして「開かれた学校」による学校施設の

J放が行われている

　　　　ら@　　　亀P21　　　　　…

4　　　5

D 77
「連携・協力」活動を進めるにあたって，父母や地域の人々が実

ﾛに地域や学校の活動へ参加できるようになっている

　　　　　：

P　　2　為
@　　　～

4　　　5

D 78
子どもの生活体験や日常生活を確立するための学校からの働きか

ｯや情報が父母や地域によく伝わっている

　　　　！

P　　2　i
@　　　…

4　　　5

D 79
地域での教育懇談会や社会教育で行われている学級・講座などへ

w校としての協力が行われている

　　　　：

P　　2　！3
@　　！

4　　　5

「連携・協力」活動の影響によって，父母や地域の人々の子ども
〆

S 80
の発達や学校に対する見方が変わってきている 1　　21

@　’
4　　　5

「連携・協力」活動の影響によって，地域の中に，父母や地域の人々による
’

S 81
子どもの生活体験をつくる学習・教育活動を新たにつくる動きが見られる 1　　ゑ　　3

@　　、
4　　　5

何よりも父母や地域の中に，今日の子どもの問題や教育政策に対する関
㍉

S 82
心が高まり，それに対応した認識の広がりがっくられてきている 1　　　2　　　3 4　　　5
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ども理解に対する教師間の論議や課題認識の内容，Cでは，連i携に対する幅広い考えや意見，人材の

活用などの見識の到達状況をとらえている。P－D－Sでは，教師集団や教師間の連携問題に対する

意志の疎通や情報の共有化，協働の視点，開かれた学校の方向性などの内容についてとらえようとし

ている。

　IVの「地域・父母の生活・文化創造と地域活動」では，　Rで，学校と地域や行政との活動情報・連

絡調整の実体をとらえ，Fでは，学校主導にならないよう地域・父母の活動や人材活用の主体的条件

とそこでの課題Cでは，校区での父母の活動や認識の共有化と社会教育行政の地域支援の内容など

についてとらえている。P－D－Sでは，父母や地域の人々への連携・協力の共通認識と参画，その

ための活動や情報の共有化をすすめる方法，地域主体の連携・協力への関心，活動の広がりをとらえ

ようとした。

　実際に個別プロフィールでは，……一一線がA校，　　　B校として，各々の診断項目を結んで，1

～IVにおけるR，　F，　C，　P，　D，　Sの変化が判るように結んでいる。

　A校とB校では，1～IVまでの全体の項目で違いがみられる。

⑤1の領域では，①3．5以上の診断で，A校は，　Rに1つだけであるのに対して，　B校は，　Rに3つ，

Fに1つ，Pに3つ，　Sに1つであり，A校は子どもの学校での実態認識に限られ，子どもの生活の

実態認識やそれを伸長させることになっていない。②2．4以下の項目にそれらが表れており，A校で

は，Fに1つ，　Cに1つ，　Dに2つ，　Sに1つと低位評価が多い。　B校では，　Dに1つだけである。

⑤llの領域では，①3．5以上の診断で，　A校は0であるが，　B校では，　Cに1つ，　Pに2つ，　Dに2つ，

Sに2つとなっており，連携推進の具体的方策が進んできていることを示している。②2．4以下の診

断では，A校は，　Rに1つ，　Fに4つ全部，　Cに1つ，　Pに2つ，　Dに4つ全部，　Sに1つで，連携活

動がすすまない理由が認識されないだけに具体的活動に入っていかないことを表している。B校では，

2．4以下は0である。

◎mの領域では，－①3．5以上の診断で，A校は0である。　B校では，　Rに2つ，　Fが全部で3つ，　Cに

2つ，Pに1つ，　Dに2つ，　Sに2つである。　B校では連携・協力をすすめる研究協議が定期的では

ないが，教師の関心や課題認識の広がりをつくるための協働の態勢がみられる。②2．4以下では，A校

は，Rに2つ，　Fに1つ，　Cに1つ，　Pに2つ，　Dに1つであり，教師全体の集団形成や情勢の共有化

に乏しい要因がみられる。B校では0である。

⑥Wの領域では，①3．5以上では，A校は0であるが，　B校では，　Rに2つ，　Fに2つ，　Cに1つ，　D

に2つである。B校の場合，開かれた学校づくりの方向で，地域や父母との情報，活動の交流からさ

らに参画をつくり出す努力がみられ，とくに社会教育の役割や生活体験学校の活動とその存在意味が

学校の閉鎖性をくずす型となっている。平成10年4月からはじまった学・社連携委員会の設置とその

役割が徐々に認識されてきたことを示しているといってよいだろう。②2．4以下では，A校では，　Rに

1つ，Fに1つ，　Cに1つ，　Pに1つ，　Sに3つとなっている。　A校の場合いわゆる情報一参加一学

習という連携・協力の中心的な活動の理念が，とくに，地域や父母，行政機関との連携・協力が少な

く，結果として父母の生活体験学習をつくる地域での取り組みが未発に終わっているようにとらえら
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図一2　学・社連携診断の全体プロフィール

5 1（子どもの発達への認識）

4

3．6

3
2．8

（地域活動）
＼

］V 3．4 篇∠ ＼＼　　　3　　　　4 5

6　　　4 3 函　　a・ 皿

a註

3

（教育活動）

3．5

4

皿 （教師の力量） 5
……一 `校（A町）一B校（B町）

れる。

②学・社連携・協力診断の全体プロフィール

　図一2は，A校とB校の生活体験をつくる「学・社連携診断の全体プロフィール」を示したもので

ある。A校は，1～IVの平均をみると，1が2．8，　llが2．4，皿が2．6，　IVが2．5と各々の領域において

「3．ふつう」のレベルを大きく下回っている。図一1の「全体プロフィールの諸パターン」に当て

はめてみると「④連携無関心型」になる。その中でもあえて比較すれば1の「子どもの発達への認識」

は，他よりも高いレベルで，教師の子ども理解と生活体験学習をつくるための課題の必要性は少し読

みとれる。しかし，全体としては学校と家庭・地域の関係が未だつくられていないことを示している

といってよい。

　B校の場合は，1～IVの平均をみると，1が3．6，　Rが3．4，皿が3．5，　IVが3．4と各々の領域において

「3．ふつう」のレベルを平均的に上回っている。図一1の諸パターンでみると「①連携推進型」に

当てはまることになる。B校の連携推進の要因は，1の「子どもの発達への認識」と皿の「教師の力

量」が相互に関連していると考えられ，B町の生活体験学校の存在が引き金となり，学校の教師の子

どもをとらえる課題意識が変わってきたことを示しているといえる。しかも，個別プロフィールでみ

たように，B校の場合は，地域集団の組織化が少なくなった割には，　IVの「地域・父母の教育活動」
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の取り組みが，活動一参加一学習一人材活用の学習活動の組織化の理念として生かされ，開かれた学

校づくりと結びついていることが，学校の連携・協力の教育活動に大きく影響を与えているとも考え

られる。生活体験学校をつくり出している社会教育行政の活動が学校にインパクトを与え，地域の父

母たちの認識も変わってきたと教師たちの目に映るようになったのであろう。

4．子どもの生活体験と発達基盤をつくり出すために

　子どもの生活体験と「生きる力」の地域基盤の形成の課題は，診断票の事例にみるようにザ開かれ

た学校」と教師の子ども理解と地域活動に対する意識の変革が重要な要因である。子どもの発達課題

への認識は子どもをとらえる教師の力量にかかっているといわれる程に，逆に言えば地域の子どもの

教育活動や父母の認識からは子どもの発達の危機の徴候はとらえにくくなっているのである。それだ

け，子どもの教育が学校主導で行われてきたことを物語ると同時に，教師の力量形成や連携・協力へ

の認識の希薄化は，生活体験学習や「生きる力」の活動をどのように立ち上げていけばよいかという

ことになり，国の施策や諸々の答申に示される方法・技術論によるあり方に左右されることになる。

そして，学・社連携といいながらも，子どもの生活体験や遊びはますます地域の教育・文化環境や地

域団体・組織の実態とかけはなれた内容づくりとなってしまう。ということは，一概に学校主導が悪

いというのではなく，子どもの発達を認識し，その現実をとおしていかに本質を見出すかが教師だけ

でなく，地域団体・組織の指導者にとっても問われている。現在，子どもが直面する問題の中から発

達や生活の課題認識をもって地域をとらえてみれば，生涯学習の：地域づくりや地方分権の時代に社会

教育や地域組織が苦労しながらつくり出している地域活動から地域情報を共有し，人材活用やボラン

ティアなどを通して，地域問題解決の具体的現実に必ず直面すると考えられるのである。今日そうし

た地域が，かつての地域で子どもを育てるという程に組織化されていないが，また逆に地域集団の伝

統的慣習による古い地域支配が貫徹されているという状況ではなく，むしろ，子どもの教育問題を真

正面にすえて，そこから本質的課題へとつらなる山積した地域社会問題に行政も地域もそれまでのパ

ラダイムを変「えなければ身動きできなくなっているのである。自らの認識や活動スタイルを変えよう

とする地域や社会教育にとって，子どもの生活体験：をつくり出す学・社連携・協力の方策は，改めて，

今日こそ大きな変革：の指針となる。それにはまず，学・社連携・協力の推進を地域基盤形成の課題と

条件の診断をもとにした問題状況の大枠から個別要素をとらえ，実態分析をしていくことがますます

重要となっているのである。
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The　Diagnosis　of　Community　Education　and　Child　Development

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　Primary　School

Yoshifumi　Nanri

　　　The　theme　of　this　study　is　making　it　possible　to　create　life　experience　learning　of　children　in

actual　situations　of　community　systems　supporting　community　education　and　collective　commu－

nity　while　having　debates　on　what　children’s　community　education　should　be　like　based　on　the

structure　of　the　relationship　between　schools　and　community　and　between　administration　and

community．　And　most　important　thing　being　how　well　70’s　paradigm　of　community　education

can　be　changed．　lt　is　not　too　much　to　say　that　this　change　is　due　to　how　we　form　an　independent

community　foundation　which　children’s　development　is　left　to．

　　　There　are　two　points　to　be　considered　for　the　changing　the　70’s　paradigm　of　community

education．　First，　not　letting　schools　form　a　base　Of　community　education，　second，　understanding

the　change　of　unified　structure　of　the　administration　and　community　especially　the　reason　of　the

decline　of　the　collective　community．
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